
  

１．平成23年3月期第１四半期の連結業績（平成22年4月1日～平成22年6月30日） 

  

  

（２）連結財政状態 

  

２．配当の状況 

（注）当四半期における配当予想の修正有無： 無 

（注）当社は定款において３月31日または９月30日を配当基準日と定めておりますが、現時点では、平成23年３月期の配当予想額は未定であります。  

   詳細は、「※業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項」をご覧ください。  

  

３．平成23年3月期の連結業績予想（平成22年4月1日～平成23年3月31日） 

（注）当四半期における業績予想の修正有無： 無 
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  （百万円未満切捨て）

（１）連結経営成績（累計） （％表示は、対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

23年3月期第１四半期  4,399  13.2  9  －  15  －  4  －

22年3月期第１四半期  3,885  △41.3  △76  －  △72  －  △89  －

  
  １株当たり 
四半期純利益 

潜在株式調整後
１株当たり 

四半期純利益 

  円  銭   円  銭

23年3月期第１四半期 1.04      －

22年3月期第１四半期 △19.48    －

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

  百万円 百万円 ％ 円  銭 

23年3月期第１四半期  12,675  6,914  54.6 1,507.03 

22年3月期  14,474  6,999  48.4 1,525.39 

（参考）自己資本 23年3月期第１四半期 6,914百万円  22年3月期 6,999百万円 

  
年間配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円  銭 円  銭 

22年3月期  －        －      －      5.00 5.00 

23年3月期  －      

23年3月期（予想）  －      －         －    －

  （％表示は、通期は対前期、第２四半期（累計）は対前年同四半期増減率）

  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
１株当たり

当期純利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円  銭 

第２四半期（累計）  10,000 14.5  100  －  100  －  40  － 8.72 

通期  23,000 17.2  300 1,195.8  300 624.6  140  － 30.51 



４．その他（詳細は、〔添付資料〕P.４「その他の情報」をご覧ください。） 

（１）当四半期中における重要な子会社の異動    ： 無 

新規  －社（              － ）   除外  －社（              － ） 

（注）当四半期会計期間における連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動の有無となります。 

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の適用  ： 有 

（注）簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用の有無となります。 

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更 

①  会計基準等の改正に伴う変更        ： 有 

②  ①以外の変更                              ： 有 

  （注）「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」に記載される四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手

続、表示方法等の変更の有無となります。 

  

（４）発行済株式数（普通株式） 

  
  

※  四半期レビュー手続の実施状況に関する表示 

 この四半期決算短信は、金融商品取引法に基づく四半期レビュー手続の対象外であり、この四半期決算短信の開示時点

において、金融商品取引法に基づく四半期財務諸表のレビュー手続は終了していません。 

  

※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

１．本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断す

る一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる仮

定及び業績予想のご利用に当たっての注意事項等については、〔添付資料〕P.３「連結業績予想に関する定性的情報」をご覧

ください。 

２．平成23年３月期の配当予想については、現時点で未定のため開示しておりません。配当予想を決定しましたら速やかに

開示いたします。  

  

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 23年3月期１Ｑ 4,600,000株 22年3月期 4,600,000株

②  期末自己株式数 23年3月期１Ｑ 11,568株 22年3月期 11,568株

③  期中平均株式数（四半期累計） 23年3月期１Ｑ 4,588,432株 22年3月期１Ｑ 4,588,432株
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（１）連結経営成績に関する定性的情報 

 当第１四半期連結累計期間におけるわが国経済は、新興国を中心とした世界経済の回復を背景に、輸出は増加傾向を

たどりましたが、個人消費、設備投資とも弱く、大幅な需要不足のまま推移しました。 

 当社グループの関連する業界につきましては、設備投資の抑制により、建設関連産業の需要は低迷しましたが、半導体・

情報通信機器を含むエレクトロニクス関連産業が、新興国の旺盛な需要により、回復基調をたどりました。  

 このような状況の中、当社グループは、顧客との関係強化、技術部門の技術力向上、部門連携の強化に努めてまいりま

した。その結果、当第１四半期連結累計期間の売上高は43億99百万円（前年同四半期比13.2％増）、営業利益は９百万円

（前年同四半期は営業損失76百万円）、経常利益は15百万円（前年同四半期は経常損失72百万円）、四半期純利益は４

百万円（前年同四半期は四半期純損失89百万円）となりました。 

  

各セグメントの状況は、次のとおりであります。 

（単位：百万円）

（注）詳細はP．９「セグメント情報」をご覧ください。  

  

（電気機器・産業用システム）     売上高18億35百万円 

 電気機器につきましては、建設関連向け回転機器及び配電制御機器の低迷が続いておりますが、公共施設向け、半導

体及び液晶製造装置向けコントローラや駆動制御機器は回復基調をたどりました。 

 産業用システムにつきましては、自動車関連をはじめとした国内製造業での設備投資需要の低迷により低調に推移し、

電気機器・産業用システム全体としては微増となりました。 

  

（電子デバイス・情報通信機器）    売上高16億99百万円 

 半導体・デバイスにつきましては、携帯端末及びテレビ用電源向けIC、鉄道関連向けパワーデバイスが堅調に推移しまし

た。その他の民生及び産業用途も回復の兆しが見え始め大幅に増加しました。 

 情報通信機器につきましては、アミューズメント向けFAパソコンが堅調に推移するとともに、情報化投資の回復基調も加

わり大幅に増加しました。 

  

（設備機器）                売上高８億63百万円 

 設備機器につきましては、工場・ビルの新規投資及びリニューアル工事の減少、食品店舗の改装工事の冷え込みなどに

より減少しました。  

  

  

  

１．当四半期の連結業績等に関する定性的情報

  前年同四半期 当四半期 増減金額 前年同四半期比 

 電気機器・産業用システム           1,767           1,835             68        3.9％ 増 

 電子デバイス・情報通信機器           1,152           1,699            546        47.4％ 増

 設備機器            965            863           △101        10.5％ 減 

 合計           3,885               4,399            513        13.2％ 増 



（２）連結財政状態に関する定性的情報 

（資産） 

 当第１四半期連結会計期間末における資産合計は126億75百万円（前連結会計年度末比17億98百万円減）となりまし

た。  

 流動資産は110億83百万円（同比14億31百万円減）となりました。これは主に現金及び預金が10億21百万円、受取手形

及び売掛金が２億39百万円減少したことによるものです。固定資産は15億92百万円（同比３億67百万円減）となりました。 

    

（負債） 

 負債合計は57億60百万円（同比17億14百万円減）となりました。 

 流動負債は53億58百万円（同比17億15百万円減）となりました。これは主に支払手形及び買掛金が16億99百万円減少し

たことによるものです。固定負債は４億１百万円（同比０百万円増）となりました。 

  

（純資産） 

 純資産合計は69億14百万円（同比84百万円減）となりました。これは主に利益剰余金が18百万円、その他有価証券評価

差額金が64百万円減少したことによるものです。 

  

  

（キャッシュ・フローの状況）  

 当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）の残高は６億74百万円（前連結会計年

度末比10億21百万円減）となりました。各キャッシュ・フローの主な増減要因は次のとおりであります。 

  

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動により使用した資金は12億88百万円（前年同四半期は11億10百万円の獲得）となりました。これは主に売上債

権の減少により資金は２億67百万円増加しましたが、仕入債務の減少により資金が16億30百万円減少したことによるもの

です。 

  

（投資活動によるキャッシュ・フロー）  

 投資活動により得られた資金は２億91百万円（前年同四半期は２億67百万円の使用）となりました。これは主に有価証券

の取得により資金を10百万円使用しましたが、定期預金の払戻により資金を３億円得たことによるものです。 

  

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動により使用した資金は22百万円（前年同四半期は25百万円の使用）となりました。これは配当金の支払によるも

のです。  

  

  

  

（３）連結業績予想に関する定性的情報 

 業績予想につきましては、平成22年５月10日に公表いたしました業績予想からの変更はありません。 

  



（１）重要な子会社の異動の概要 

 該当事項はありません。 

  

  

（２）簡便な会計処理及び特有の会計処理の概要 

①簡便な会計処理 

固定資産の減価償却費の算定方法 

 定率法を採用している有形固定資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分して算定してお

ります。  

  

  

（３）会計処理の原則・手続、表示方法等の変更の概要 

①会計処理基準に関する事項の変更 

税金費用の計算方法の変更  

 従来、税金費用については、四半期連結会計期間を含む連結会計年度の税引前当期純利益に対する税効果会計

適用後の実効税率を合理的に見積り、税引前四半期純利益に当該見積実効税率を乗じて計算しておりましたが、当

第１四半期連結会計期間より、年度決算と同様の方法にて計算する方法に変更しております。 

 これは、当第１四半期連結会計期間の税引前四半期純利益に対する交際費等永久に損金に算入されない項目の

割合が年度の見積実効税率の算出における割合に比べて高いため、年度の見積実効税率による方法では、四半期

連結会計期間の経営成績を適切に反映できないと判断し、年度決算と同様の方法を採用することによって四半期連

結会計期間に係る経営成績をより適切に表示することを目的として行うものです。 

 なお、この変更により、当第１四半期連結累計期間の四半期純利益は３百万円減少しております。 

②表示方法の変更 

四半期連結損益計算書 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく「財務諸表等の用語、様式

及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当

第１四半期連結累計期間では、「少数株主損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。  

  

  

（４）継続企業の前提に関する重要事象等の概要 

 該当事項はありません。 

  

  

２．その他の情報



３．四半期連結財務諸表 
（１）四半期連結貸借対照表 

（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 2,174,996 3,196,488

受取手形及び売掛金 7,706,420 7,945,580

商品 793,287 902,196

繰延税金資産 71,699 81,833

未収入金 221,713 288,979

その他 127,510 112,763

貸倒引当金 △12,330 △13,507

流動資産合計 11,083,298 12,514,334

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 162,616 166,019

土地 165,074 165,074

その他（純額） 13,132 12,799

有形固定資産合計 340,822 343,893

無形固定資産 15,871 22,086

投資その他の資産   

投資有価証券 1,042,673 1,145,005

繰延税金資産 119,486 76,183

その他 128,161 427,727

貸倒引当金 △54,641 △54,775

投資その他の資産合計 1,235,680 1,594,141

固定資産合計 1,592,374 1,960,121

資産合計 12,675,673 14,474,456



（単位：千円）

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年６月30日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 4,701,387 6,400,548

短期借入金 350,000 350,000

未払法人税等 3,646 －

賞与引当金 61,537 132,942

役員賞与引当金 4,500 18,000

その他 237,908 172,678

流動負債合計 5,358,979 7,074,169

固定負債   

退職給付引当金 162,485 161,770

役員退職慰労引当金 178,025 179,800

その他 61,277 59,563

固定負債合計 401,788 401,134

負債合計 5,760,767 7,475,303

純資産の部   

株主資本   

資本金 1,005,000 1,005,000

資本剰余金 838,560 838,560

利益剰余金 5,127,425 5,145,612

自己株式 △7,055 △7,055

株主資本合計 6,963,929 6,982,116

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △36,496 27,528

為替換算調整勘定 △12,527 △10,492

評価・換算差額等合計 △49,023 17,035

純資産合計 6,914,906 6,999,152

負債純資産合計 12,675,673 14,474,456



（２）四半期連結損益計算書 
（第１四半期連結累計期間） 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

売上高 3,885,875 4,399,106

売上原価 3,398,833 3,870,139

売上総利益 487,042 528,967

販売費及び一般管理費 563,199 519,674

営業利益又は営業損失（△） △76,156 9,292

営業外収益   

受取利息 5,766 3,624

受取配当金 2,681 3,405

助成金収入 － 3,876

その他 2,274 1,968

営業外収益合計 10,721 12,875

営業外費用   

支払利息 1,742 1,199

売上割引 2,807 2,840

為替差損 2,274 2,492

その他 257 364

営業外費用合計 7,081 6,897

経常利益又は経常損失（△） △72,516 15,270

特別利益   

貸倒引当金戻入額 － 1,308

投資有価証券売却益 1,222 －

特別利益合計 1,222 1,308

特別損失   

固定資産除却損 38 －

投資有価証券評価損 95,230 －

特別損失合計 95,268 －

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△166,562 16,579

法人税、住民税及び事業税 △77,189 11,824

法人税等合計 △77,189 11,824

少数株主損益調整前四半期純利益 － 4,755

四半期純利益又は四半期純損失（△） △89,373 4,755



（３）四半期連結キャッシュ・フロー計算書 

（単位：千円）

前第１四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 

 至 平成21年６月30日) 

当第１四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年６月30日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

△166,562 16,579

減価償却費 15,010 12,598

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △17,850 △1,775

退職給付引当金の増減額（△は減少） 3,458 714

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △16,250 △13,500

賞与引当金の増減額（△は減少） △122,442 △71,404

受取利息及び受取配当金 △8,447 △7,030

支払利息 1,742 1,199

為替差損益（△は益） △62 513

投資有価証券売却損益（△は益） △1,222 －

投資有価証券評価損益（△は益） 95,230 －

売上債権の増減額（△は増加） 2,097,335 267,367

たな卸資産の増減額（△は増加） 5,909 108,651

仕入債務の増減額（△は減少） △763,443 △1,630,889

その他 7,401 23,578

小計 1,129,808 △1,293,395

利息及び配当金の受取額 6,402 10,362

利息の支払額 △1,543 △1,034

法人税等の支払額 △24,637 △4,021

営業活動によるキャッシュ・フロー 1,110,029 △1,288,089

投資活動によるキャッシュ・フロー   

定期預金の預入による支出 △300,000 －

定期預金の払戻による収入 － 300,000

有形固定資産の取得による支出 △693 △1,555

無形固定資産の取得による支出 △3,521 △1,750

有価証券の取得による支出 △28,596 △10,697

有価証券の売却による収入 52,646 －

投資事業組合からの分配による収入 12,390 5,850

その他 116 △675

投資活動によるキャッシュ・フロー △267,657 291,170

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △25,236 △22,942

財務活動によるキャッシュ・フロー △25,236 △22,942

現金及び現金同等物に係る換算差額 △607 △1,631

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 816,527 △1,021,492

現金及び現金同等物の期首残高 2,779,480 1,696,488

現金及び現金同等物の四半期末残高 3,596,008 674,996



 該当事項はありません。 

  

  

①報告セグメントの概要 

 当社の報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会等が経営

資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループは、取り扱う製品・サービスを基礎として包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しているため、その種

類・性質の類似性を考慮して、「電気機器・産業用システム」、「電子デバイス・情報通信機器」、及び「設備機器」の３つを

報告セグメントとしております。 

 各報告セグメントに属する主な製品及びサービスは次のとおりであります。  

  

  

②報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

 当第１四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年６月30日） 

（単位：百万円）

（注）セグメント利益の調整額は、各報告セグメントに配分していない全社費用であります。 

   全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない一般管理費であります。  

  

（追加情報） 

 当第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号 平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 平成20年３月21日）を

適用しております。 

  

  

 該当事項はありません。 

  

  

（４）継続企業の前提に関する注記

（５）セグメント情報

報告セグメント 主な製品及びサービス 

 電気機器・産業用 

 システム      

 モートル、ホイスト、産業扇、電磁開閉器、遮断器、電力量計、指示計器、高圧機器、 

 トランス、シーケンサ、表示器、インバータ、ＡＣサーボ、クラッチ、  

 発電機・受変電システム、計測監視制御システム、生産ライン制御システム、 

 物流搬送システム、駆動制御システム、産業メカトロシステム、プラント用システム、他  

 電子デバイス・ 

 情報通信機器  

 ＬＳＩ、ＩＣ、ＡＳＩＣ、パワー素子、プリント基板、光応用機器、液晶、サーバー、 

 パソコン、ディスプレイモニター、プリンタ、ＨＤＤ、映像情報通信機器、他  

 設備機器 

 パッケージエアコン、各種冷凍機、冷凍冷蔵ショーケース、ルームエアコン、換気扇、 

 チラー、電気温水器、照明器具、エレベーター、エスカレーター、電気工事、 

 空調・給排水衛生設備工事、冷凍・冷蔵設備工事、クリーンルーム工事、 

 ＨＡＣＣＰ設備、冷暖房空調機器の保守・据付・修理、他  

  報告セグメント 

調整額（注） 

四半期連結損

益計算書計上

額 
  

電気機器・産

業用システム

電子デバイ

ス・情報通信

機器 

設備機器 計 

 売上高             

  外部顧客への売上高  1,835  1,699  863  4,399  －  4,399

  セグメント間の内部売上高 

  又は振替高 
 －  －  －  －  －  －

計  1,835  1,699  863  4,399  －  4,399

 セグメント利益  2  4  13  20    △11  9

（６）株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記
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